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ICT と AI ドリルを用いた学力への効果検証 

慶應義塾大学 菅原一輝 

  

1. 要約 

本実証研究では、6 都道府県の 8 公立高校の 1 年生を対象として、2020 年 12 月～

2021 年 2 月までの 3 か月間、数学の授業内で AI ドリル「キュビナ」を利用するクラス（こ

こでは介入群と呼称）、利用しないクラス（対照群と呼称）にわけ、ICT と AI ドリルの利

用が学力向上に資するかどうかを検証した。その結果、介入群の方が対照群よりも、学力

テストのスコアが 1.94 点（約 4.5％）高くなりました。この差は 1%水準で統計的に有意

な差であり、短期間の使用ではあるものの、数学の学力向上が見られたと言えます。また、

この効果は特に就学支援金受給世帯の生徒に大きく、AI ドリルの利用は保護者の経済

状況による学力格差の縮小をもたらす可能性が示唆されます。また、生徒の学習観の変

化も見られ、介入群の生徒は「良い学習環境に身を置くことで勉強が身につく」という「環境

志向」が統計的に有意に上昇していることもわかりました。 

 

1. ICT 導入による成績の変化 

今回の分析では、6 都道府県の 8 公立高校の約 637 名の生徒を、介入群（9 クラ

ス、N=297）と対照群（10 クラス、N=340）にランダムに割り付けたクラスターランダム

化比較試験によって評価を行いました。 

図 1 は、介入が終了した３月に実施した学力テストの点数を介入群と対照群で比較し

たものです。採択している教科書の違いを考慮して、計 20 問の問題のうち、10 問は共通

問題、10 問は各学校によって異なる問題を出題しています。8 校に共通した 10 問のみを

切り出してみてみると、介入群の方が対照群よりも約 4.5%高いことがわかります。これ

は、1%水準で統計的に有意な差です。 

図 2 では、各学校で異なる問題も含めた 20 問の学力テストの点数を介入群対照群

で比較したものです。こちらも介入群のほうが 7.9％高くなっており、1％水準で統計駅に

有意です。なお、12 月に実施した学力調査では、介入群と対照群には統計的に有意な

差はありませんでした。このことから、この間の ICT と AI ドリルの導入は、生徒の学力を高め

る効果があると言えます。 

図 3 は、高等学校就学支援金制度の対象となっている生徒に対する影響を見たもので

す。1 をとる二値変数の交互作用効果を見たものになります。就学支援金受給の介入群

の学力テストの点数は 18.5%高く、ICT と AI ドリルの使用は、経済困窮世帯の生徒に
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特に大きく、家庭の社会経済的状況等による教育格差の是正に対し有効である可能性が

示唆されました。 
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2. ICT 導入による学習観の変化 

次に、図 4 では、生徒の学習観の変化について分析しています。（植木、2002）を元

にしたアンケート調査から、高校生の学習観を、環境志向、方略志向、学習量志向の 3 つ

に分類しました。下記の通り、環境志向とは、「効果的な学習環境」と言うものが存在し、そ

のような良い学習環境に身を置くことで学習が身に付くと考える学習観を指します。 

  図 4 を見ると、介入群の生徒の「環境志向」は統計的に有意に高くなっていることがわか
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ります。ただし、「方略志向」や「学習量志向」に変化はありませんでした。ICT と AI ドリルの

導入により環境志向が高まったということは、介入を受けて生徒が「勉強のしやすさ」や「先

生の教え方」に重点を置くようになったと解釈することができます。またこの傾向は、高等学校

就学支援金制度の対象となっている生徒に顕著です。 

 

  以下の表 1、表 2 に、調査項目の結果を示しています。図 2 は修学給付金対象者の

交差項を含んだ結果になります。 

 

項目 介入群（T） 対照群（C） T-C 

得点率 0.442 0.363 0.079*** 

共通問題得点 17.91 15.97 1.94** 

数学好き 3.22 3.31 -0.09 

数学理解 3.31 3.29 -0.03 

環境志向 3.47 3.31 0.16** 

方略志向 4.18 4.19 -0.004 

学習量志向 3.66 3.71 -0.05 

***p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 

表 1：事後調査（学校固定効果統制） 

 

項目 介入群（T） 対照群（C） T-C 

得点率 0.502 0.366 0.136* 

共通問題得点 24.0 16.5 7.51*** 

数学好き 4.10 3.32 0.78 

数学理解 4.07 3.30 0.77 

環境志向 3.87 3.32 0.56* 

方略志向 4.45 4.19 0.28 

学習量志向 3.98 3.72 0.26 

***p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 

表 2：就学給付金対象者における事後調査（学校固定効果統制） 

 

3. 臨時休業中の ICT 活用状況について  

今回の調査では、ICT と AI ドリル導入の効果検証と並行して、学校ごとに臨時休業中
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と学校再開後の状況についても調査をしました（「学校再開後の学習への取組状況等の

調査」「臨時休業中の生徒の学習の保障等のための取組状況について」）。熊本県、三

重県、滋賀県、岡山県、宮城県、宮崎県、長野県の 7 都道府県 408 校からの回答が

ありましたので、下記では、結果の一部を抜粋してご報告いたします。なお、各県ごとの結果

も取りまとめ、各県教委に送付しました。 

 

臨時休業中の家庭学習に関して、「ICT を活用した」と回答した 296 校（調査対象校

の 73.4%）に対し、生徒がどのような環境で ICT による家庭学習を実施してきたかを回

答して頂いた結果を図 4、5 に示しています。なお積み上げ棒グラフの総数が 296 以上とな

っているのは、複数回答可としているからです。図 4 を見ると、大多数の学校（280 校）が

家庭の Wi-Fi 環境やモバイルルータ等を使用させてきたと回答しており、貸し出しを行った

学校は 70 校でした。 

 

 図 4 はインターネットへの接続環境に関する回答の結果です。 
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 図 5 は生徒に使用させた ICT 機器に関する回答の結果です。 

  図 5 も同様に、多くの学校（264 校）が家庭の ICT 機器を使用させてきたと回答して

おり、貸し出しを行った学校は 57 校でした。一方、I C T 環境がない生徒に対する支援の

状況に関して、回答数が多かった順に並べたものを図 6 に示しました。なお、こちらも複数

回答可としております。 
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図 6 を見ると、学校の PC ルーム開放が最も多く、次に電話・FAX が多い支援策となっ

ていることが分かります。すなわち、ICT 環境がない生徒は登校するか、環境がないまま学

習する傾向にあることが分かります。また支援できていないと回答した学校は 18.8%であり、

図 1～２の結果と合わせると家庭の ICT 環境の格差が臨時休業中の学習状況の格差

と関連する可能性があると言えます。 

 

4. 学校再開後の ICT 活用状況について 

さらに、学校再開後の ICT 活用状況に関して、その使用期間の分布を図 7 に示しまし

た。図 7 を見ると、臨時休業中から現在に至るまで活用し続けている学校が半数以上

（52.2%）を占め、1 度も使用していない学校は 12.7%でした。 

また、I C T 環境がない生徒に対する支援の状況に関して、回答数が多かった順に並べ

たものを図 8 に示しました。なお、こちらも複数回答可としております。図 8 から、ICT と同

内容の紙媒体の配布と学校の PC ルーム開放が上位 2 位の支援方法となっております。

すなわち、接続環境や ICT 機器に関して根本的な改善がないまま、紙媒体や登校中の

PC ルーム活用によって賄っている生徒が多いと考えられます。図 7 の結果と合わせて考える

と、臨時休業中と同様の状況が現在に至るまで続いている学校が多い可能性があることを

示しています。事実、臨時休業中から現在に至るまでの期間に ICT を活用した教員の割

合を示した図 9 を見ると、全ての教員が ICT を活用した学校は約 22.2%でした。 
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